
平成™™年š月š˜日 水曜日 (号外第��号)官 報
hllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllli

jmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmmk

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

n

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

o

４

特
定
事
業
に
つ
い
て
国
が
通
常
の
国
の
負
担
割
合
を

超
え
て
当
該
年
度
の
負
担
又
は
補
助
を
す
る
こ
と
と
な

る
場
合
に
は
、
特
定
事
業
に
係
る
事
務
を
所
掌
す
る
各

省
各
庁
の
長
は
、
当
該
特
定
事
業
に
係
る
そ
の
超
え
る

部
分
の
額
を
当
該
年
度
の
翌
年
度
に
交
付
す
る
も
の
と

し
た
。（
第
六
条
関
係
）

５

法
第
七
条
の
二
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
特

定
事
業
に
係
る
国
の
負
担
金
又
は
補
助
金
の
交
付
の
決

定
が
あ
っ
た
年
度
の
翌
年
度
の
一
〇
月
末
日
ま
で
に
行

う
も
の
と
し
た
。（
第
七
条
関
係
）

６

地
方
自
治
法
の
一
部
事
務
組
合
又
は
広
域
連
合
を
設

け
て
特
定
事
業
を
行
う
場
合
に
お
け
る
北
方
領
土
隣
接

地
域
の
市
又
は
町
に
係
る
国
の
負
担
割
合
に
つ
い
て

は
、
当
該
特
定
事
業
の
う
ち
当
該
一
部
事
務
組
合
又
は

広
域
連
合
の
規
約
で
定
め
ら
れ
た
当
該
市
又
は
町
に
係

る
経
費
の
負
担
割
合
に
相
当
す
る
部
分
を
、
そ
れ
ぞ
れ

当
該
市
又
は
町
が
行
う
特
定
事
業
と
み
な
し
て
算
定
す

る
も
の
と
し
た
。（
第
八
条
関
係
）

７

法
第
七
条
か
ら
第
七
条
の
三
ま
で
の
規
定
に
よ
り
通

常
の
国
の
負
担
割
合
を
超
え
て
国
が
負
担
し
、
又
は
補

助
す
る
こ
と
と
な
る
額
の
交
付
に
関
し
必
要
な
事
項

は
、
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
も
の
と
し
た
。（
第
九
条

関
係
）

８

法
第
七
条
の
五
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
交
付
金

の
う
ち
、
次
世
代
育
成
支
援
対
策
推
進
法
に
規
定
す
る

交
付
金
を
削
除
す
る
と
と
も
に
、
第
四
条
第
一
二
号
に

掲
げ
る
事
業
に
要
す
る
経
費
に
充
て
る
た
め
の
交
付
金

を
新
た
に
規
定
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
〇
条
関
係
）

９

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
た
ば
こ
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に

関
す
る
政
令
（
政
令
第
六
〇
号
）（
財
務
省
）

１

た
ば
こ
税
法
の
一
部
改
正
に
伴
い
、
関
係
政
令
の
規

定
の
整
備
を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
及
び
第
二
条

関
係
）

２

た
ば
こ
税
の
手
持
品
課
税
に
係
る
申
告
書
の
記
載
事

項
そ
の
他
所
要
の
事
項
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
三

条
関
係
）

３

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
二
年
一
〇
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正

す
る
政
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第
六
一

号
）（
文
部
科
学
省
）

一

私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令
（
昭
和
三
六
年
政
令
第
四
一
二
号
）
の
一

部
改
正
関
係

私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
（
昭
和
三
六
年
法
律
第
一
四
〇
号
）
附
則
第
四

項
に
規
定
す
る
更
新
加
入
者
等
が
、
同
法
に
よ
る
改
正

前
の
私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
（
昭
和
二
八
年
法

律
第
二
四
五
号
。
以
下
「
旧
法
」
と
い
う
。）の
規
定
に

よ
り
支
給
さ
れ
た
退
職
一
時
金
を
返
還
す
る
場
合
の
利

子
の
利
率
を
改
定
す
る
こ
と
と
し
た
。（
附
則
第
四
項
関

係
）

二

私
立
学
校
教
職
員
共
済
組
合
法
施
行
令
の
一
部
を
改

正
す
る
政
令
（
昭
和
四
八
年
政
令
第
二
八
五
号
）
の
一

部
改
正
関
係

昭
和
四
十
四
年
度
以
後
に
お
け
る
私
立
学
校
教
職
員

共
済
組
合
か
ら
の
年
金
の
額
の
改
定
に
関
す
る
法
律
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
四
八
年
法
律
第
一
〇

四
号
）附
則
第
一
〇
項
に
規
定
す
る
更
新
加
入
者
等
が
、

旧
法
の
規
定
に
よ
り
支
給
さ
れ
た
退
職
一
時
金
を
返
還

す
る
場
合
の
利
子
の
利
率
を
改
定
す
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
第
四
項
関
係
）

三

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
特
定
商
取
引
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す

る
政
令
（
政
令
第
六
二
号
）（
消
費
者
庁
）

１

他
の
法
律
の
規
定
に
よ
っ
て
訪
問
販
売
等
に
お
け
る

売
買
契
約
又
は
役
務
提
供
契
約
に
つ
い
て
購
入
者
等
の

利
益
を
保
護
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
販
売

又
は
役
務
の
提
供
と
し
て
、
金
融
商
品
取
引
法
第
一
五

六
条
の
三
八
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
紛
争
解
決
機
関

が
行
う
同
条
第
一
一
項
に
規
定
す
る
役
務
の
提
供
等
を

定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五
条
及
び
附
則
第
二
項
関

係
）

２

そ
の
他
所
要
の
規
定
を
整
備
す
る
こ
と
と
し
た
。

３

所
要
の
経
過
措
置
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

（
附
則
関
係
）

４

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
二
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
発
達
障
害
者
支
援
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

（
政
令
第
六
三
号
）（
厚
生
労
働
省
）

１

発
達
障
害
者
支
援
法
第
一
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る

発
達
障
害
者
支
援
セ
ン
タ
ー
と
し
て
都
道
府
県
知
事
が

指
定
す
る
こ
と
の
で
き
る
法
人
に
、
医
療
法
人
及
び
地

方
独
立
行
政
法
人
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。

２

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し

た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
北
方
領
土
問
題
等
の
解
決
の
促
進
の
た
め
の
特
別
措
置

に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政

令
第
六
四
号
）（
内
閣
府
本
府
）

１

北
方
領
土
問
題
等
の
解
決
の
促
進
の
た
め
の
特
別
措

置
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第
二
条
第

四
項
各
号
に
規
定
す
る
交
流
等
事
業
と
し
て
、
四
島
交

流
事
業
、
墓
参
事
業
及
び
自
由
訪
問
事
業
の
各
事
業
に

つ
い
て
具
体
的
に
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
関

係
）

２

法
第
七
条
に
規
定
す
る
特
定
事
業
と
し
て
、
廃
棄
物

の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
に
規
定
す
る
一
般
廃

棄
物
処
理
施
設
、
浄
化
槽
法
に
規
定
す
る
浄
化
槽
及
び

ご
み
処
理
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
業
、
消
防
施
設
強

化
促
進
法
に
規
定
す
る
消
防
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事

業
並
び
に
水
道
法
に
規
定
す
る
水
道
事
業
の
用
に
供
す

る
水
道
施
設
の
整
備
に
関
す
る
事
業
を
新
た
に
規
定
す

る
と
と
も
に
、
児
童
福
祉
法
に
規
定
す
る
保
育
所
の
施

設
の
整
備
に
関
す
る
事
業
及
び
森
林
法
に
規
定
す
る
林

道
に
関
す
る
事
業
を
削
除
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
条

及
び
第
四
条
関
係
）

３

法
第
七
条
の
二
第
一
項
の
式
に
規
定
す
る
当
該
年
度

に
お
け
る
す
べ
て
の
特
定
事
業
に
係
る
当
該
市
又
は
町

の
負
担
額
は
、
当
該
年
度
に
お
け
る
当
該
市
又
は
町
に

係
る
す
べ
て
の
特
定
事
業
に
つ
い
て
、
当
該
年
度
分
と

し
て
交
付
の
決
定
が
あ
っ
た
国
の
負
担
金
又
は
補
助
金

の
算
定
の
基
礎
と
な
っ
た
特
定
事
業
に
係
る
経
費
の
額

か
ら
当
該
国
の
負
担
金
又
は
補
助
金
の
額
等
を
控
除
し

た
額
を
合
算
し
て
算
定
す
る
も
の
と
し
た
。（
第
五
条
関

係
）

◇
健
康
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政

令
第
六
五
号
）（
厚
生
労
働
省
）

一

健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

高
額
療
養
費
の
支
給
に
お
け
る
旧
総
合
病
院
の
診

療
科
単
位
の
取
扱
い
を
廃
止
す
る
こ
と
と
し
た
。

２

七
〇
歳
以
上
七
五
歳
未
満
の
被
保
険
者
等
が
療
養

を
受
け
た
場
合
の
高
額
療
養
費
算
定
基
準
額
及
び
介

護
合
算
算
定
基
準
額
の
経
過
措
置
を
一
年
間
延
長
す

る
こ
と
と
し
た
。

二

防
衛
省
の
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の

一
部
改
正
関
係

防
衛
省
の
職
員
の
給
与
等
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
昭
和
二
七
年
政
令
第
三
六
八
号
）
に
つ
い
て
、
一
の

１
に
準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

三

船
員
保
険
法
施
行
令
等
の
一
部
改
正
関
係

船
員
保
険
法
施
行
令
（
昭
和
二
八
年
政
令
第
二
四
〇

号
）、
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
令
（
昭
和
二
八

年
政
令
第
四
二
五
号
）、
国
家
公
務
員
共
済
組
合
法
施

行
令
（
昭
和
三
三
年
政
令
第
二
〇
七
号
）、
国
民
健
康

保
険
法
施
行
令
（
昭
和
三
三
年
政
令
第
三
六
二
号
）
及

び
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
施
行
令
（
昭
和
三
七
年

政
令
第
三
五
二
号
）
に
つ
い
て
、
一
に
準
じ
た
改
正
を

行
う
こ
と
と
し
た
。

四

介
護
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

介
護
保
険
法
施
行
令
（
平
成
一
〇
年
政
令
第
四
一
二

号
）
に
つ
い
て
、
一
の
２
に
準
じ
て
、
高
額
医
療
合
算

介
護
サ
ー
ビ
ス
費
等
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
改
正
を

行
う
こ
と
と
し
た
。

五

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の
一

部
改
正
関
係

高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
平

成
一
九
年
政
令
第
三
一
八
号
）
に
つ
い
て
、
一
の
１
に

準
じ
た
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
。

六

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
及
び
国
民
健
康
保
険
の
国
庫

負
担
金
等
の
算
定
に
関
す
る
政
令
の
一
部
を
改
正
す
る

政
令
（
政
令
第
六
六
号
）（
厚
生
労
働
省
）

一

国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
の
一
部
改
正
関
係

１

市
町
村
の
保
険
料
の
賦
課
に
関
す
る
基
準
に
つ
い

て
、
次
の
^

か
ら
`

ま
で
の
改
正
を
行
う
こ
と
と
し

た
。

^

保
険
料
の
基
礎
賦
課
額
の
賦
課
限
度
額
を
三
万

円
、
後
期
高
齢
者
支
援
金
等
賦
課
額
の
賦
課
限
度

額
を
一
万
円
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
た
。

_

保
険
料
の
減
額
賦
課
に
つ
い
て
の
基
準
を
各
市

町
村
の
応
益
分
（
被
保
険
者
均
等
割
、
世
帯
別
平

等
割
）
の
保
険
料
の
割
合
に
か
か
わ
ら
ず
、
各
市

町
村
の
判
断
に
よ
り
減
額
割
合
を
選
択
で
き
る
よ

う
に
す
る
こ
と
と
し
た
。
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